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5.1 仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に関する条例（平成 12 年仙台市条例第 18 号） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号。以下「法」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

 

（住民への周知の方法） 

第３条 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第３号。以下この条、第６条

第３項及び第８条第２項において「省令」という。）第６条又は第 62 条の規定により、省令第６

条第３号に掲げる方法による措置を行うときの当該措置の期間は、30 日以上となるように努めな

ければならない。 

 

（工事着手の届出） 

第４条 法第 12 条第１項の許可を受けた宅地造成等に関する工事（法第 15 条第１項の規定により

当該許可があったものとみなされたものを含む。次条第１項において同じ。）又は法第 30 条第１

項の許可を受けた特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事（法第 34 条第１項の規定により当

該許可があったものとみなされたものを含む。次条第１項において同じ。）の工事主は、これらの

工事に着手したときは、規則で定めるところにより、速やかに、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

 

（工事計画の中止等の届出） 

第５条 法第 12 条第１項の許可を受けた宅地造成等に関する工事又は法第 30 条第１項の許可を受

けた特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の工事主は、これらの工事を中止し、再開し、又

は廃止したときは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

２ 法第 15 条第２項の規定により法第 12 条第１項の許可を受けたものとみなされた宅地造成若し

くは特定盛土等に関する工事又は法第 34 条第２項の規定により法第 30 条第１項の許可を受けた

ものとみなされた特定盛土等に関する工事の工事主は、これらの工事を中止し、又は再開したと

きは、規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

（手数料） 

第６条 法第 12 条第１項又は第 30 条第１項の許可の申請をしようとする者は、申請１件につき、

次の表の上欄に掲げる工事の種類の区分及び同表の中欄に掲げる宅地造成等を行う土地の面積の

区分に応じ、同表の下欄に定める額の手数料を納付しなければならない。 

工事の種類 宅地造成等を行う土地の面積 手数料の額 

宅地造成又

は特定盛土

等に関する

工事 

500平方メートル以内のもの １万４千円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの ２万４千円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの ３万５千円

2,000平方メートルを超え3,000平方メートル以内のもの ５万２千円

3,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内のもの ６万２千円

5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの ８万４千円

10,000平方メートルを超え20,000平方メートル以内のもの 13万１千円

20,000平方メートルを超え40,000平方メートル以内のもの 20万８千円
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40,000平方メートルを超え70,000平方メートル以内のもの 32万３千円

70,000平方メートルを超え100,000平方メートル以内のもの 46万５千円

100,000平方メートルを超えるもの 59万７千円

土石の堆積

に関する工

事 

500平方メートル以内のもの ９千円

500平方メートルを超え1,000平方メートル以内のもの １万１千円

1,000平方メートルを超え2,000平方メートル以内のもの １万３千円

2,000平方メートルを超え3,000平方メートル以内のもの １万６千円

3,000平方メートルを超え5,000平方メートル以内のもの ２万３千円

5,000平方メートルを超え10,000平方メートル以内のもの ２万６千円

10,000平方メートルを超え20,000平方メートル以内のもの ３万２千円

20,000平方メートルを超え40,000平方メートル以内のもの ４万４千円

40,000平方メートルを超え70,000平方メートル以内のもの ６万円

70,000平方メートルを超え100,000平方メートル以内のもの ９万円

100,000平方メートルを超えるもの 11万１千円
 

 

２ 法第 16 条第１項又は第 35 条第１項の許可を申請しようとする者は、申請１件につき、次の各

号に掲げる変更の区分に応じ、当該各号に定める額（その変更が当該各号の２以上に該当すると

きは、当該２以上の各号に定める額を合算した額（その合算した額が前項の表に定める額のうち

最も高い額を超えるときは、その額））の手数料を納付しなければならない。 

一 宅地造成等に関する工事の計画の変更（次号に掲げる変更のみであるものを除く。）  

工事の種類の区分及び宅地造成等を行う土地の面積（同号に掲げる変更を伴う場合にあって

は変更前の宅地造成等を行う土地の面積、宅地造成等を行う土地の面積の縮小を伴う場合にあ

っては縮小後の宅地造成等を行う土地の面積）の区分に応じ、前項の表に定める額に 10 分の１

を乗じて得た額 

二 宅地造成等を行う新たな土地の編入に係る宅地造成等に関する工事の計画の変更 

工事の種類の区分及び当該土地の面積の区分に応じ、前項の表に定める額 

三 その他の変更 １万円 

３ 省令第 88 条の規定により同条の書面の交付を受けようとする者は、宅地造成等適合証明書交

付手数料として、１件につき、２千百円を納付しなければならない。 

４ 前３項の手数料は、申請の際に徴収する。 

５ 市長は、申請に係る工事が次の各号のいずれかに該当する場合には、第１項から第３項までの

手数料を免除することができる。 

一 公共団体又は公共的団体が行う宅地造成等に関する工事で公益上必要があると市長が認める

もの 

二 災害による被災者が自己の居住の用に供する住宅を建築するために行う宅地造成等に関する

工事 

 

（中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模） 

第７条 法第 18 条第４項の条例で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、宅地造成及び特定盛

土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号。次条において「政令」という。）第３条各号に掲げる

ものとする。 

 

（定期の報告を要する宅地造成等の規模） 

第８条 法第 19 条第２項の条例で定める規模の宅地造成又は特定盛土等は、政令第３条各号に掲

げるものとする。 
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２ 法第 19 条第２項の条例で定める規模の土石の堆積は、政令第４条各号に掲げるもの（同条第一

号に掲げるものにあっては、省令第８条第 10 号イで定める規模のものを除く。）とする。 

 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 
附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に仙台市宅地造成等規制法施行細則（平成元年仙台市規則第 97 号）の規定に

よりした処分、手続その他の行為で、この条例中相当する規定があるものは、この条例によりし

たものとみなす。 

附 則（平 18、10・改正） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令５、３・改正） 

この条例は、令和５年５月 26 日から施行する。 

附 則（令６、12・改正） 

この条例は、市長が定める日から施行する。 

（令和７年５月規則第 67 号で、令和７年５月 23 日から施行）  

[2601] 
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5.2 仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法等の施行に関する規則（平成元年仙台市規則第 97 号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第百 91 号。以下「法」とい

う。）及び仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に関する条例（平成 12 年仙台市条例第 18

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （身分証明書及び許可証） 

第２条 法第７条第１項（法第 24 条第２項において準用する場合を含む。）及び第２項の規定によ

る身分を示す証明書の様式は、様式第１号による。 

２ 法第７条第２項の規定による許可証の様式は、様式第２号による。 

 
 （擁壁の水抜穴に関する技術的基準の強化） 

第３条 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号。以下「政令」という。）    

第 20 条第２項（政令第 30 条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づき政令第 12 条

に規定する技術的基準を強化する技術的基準は、法第 10 条第１項に規定する宅地造成等               

に伴う崖崩れ又は土砂の流出の防止のため市長が特に必要と認める場合においては、政令第８条

第１項第一号の規定により設置される擁壁の裏面の全部に別表擁壁の高さの欄の区分に応じそれ

ぞれ同表透水層の厚さの欄に掲げる数値以上の透水層を設けることとする。 

 

（許可申請書の添付図書） 

第４条 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和37年建設省令第３号。以下「省令」という

。）第７条又は第63条の申請書には、これらの規定に規定する図書のほか、次の各号に掲げる図

書を添付しなければならない。 

 一 当該工事を施行する土地及びその周辺の土地の公図の写し及び登記事項証明書 

 二 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

 

 （設計資格者登録） 

第５条 政令第22条各号に掲げる資格を有する者は、市長の登録を受けることができる。 

２ 前項の登録（以下「設計資格者登録」という。）を受けようとする者は、宅地造成等に関す

る工事の設計資格者登録申請書に履歴書及び履歴を証明する書類を添付して市長に申請しなけれ

ばならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、次条第１項の規定により登録を拒否する場

合を除き、次に掲げる事項を設計資格者登録簿（第９条第１項第四号において「登録簿」という

。）に登録するものとする。 

 一 登録年月日及び登録番号 

 二 本籍、住所、氏名及び生年月日 

 三 前二号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

４ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、省令第７条第１項第五号に掲げる書類として

市長に提出することができるものとして、宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証を当該登

録の申請者に交付するものとする。 

５ 前項の宅地造成等に関する工事の設計資格者登録証（第７条第１項及び第２項の規定により

再交付を受けたものを含む。以下「設計資格者登録証」という。）の交付を受けた者は、当該設

計資格者登録証を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 
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 （設計資格者登録の拒否） 

第６条 市長は、設計資格者登録の申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を

拒否することができる。 

 一 政令第22条各号に掲げる資格を有する者と認められないとき 

 二 偽りその他不正の手段により前条第二項の規定による申請がなされたことが判明したとき 

２ 市長は、前項の規定により設計資格者登録の拒否をしたときは、書面により速やかにその旨

を当該設計資格者登録の申請者に通知するものとする。 

 

（設計資格者登録証の再交付申請等） 

第７条 第５条第４項の規定により設計資格者登録証の交付を受けた者は、当該設計資格者登録証

を紛失し、破損し、又は汚損したときは、市長に申請して当該設計資格者登録証の再交付を受け

ることができる。この場合において、破損又は汚損により設計資格者登録証の再交付を受けよう

とする者は、その破損し、又は汚損した設計資格者登録証を添付して、市長に申請しなければな

らない。 

２ 前項の規定による申請に係る手続は、第５条第３項及び第４項並びに前条の規定の例による。 

３ 前２項の規定により紛失により設計資格者登録証の再交付を受けた者が、その紛失した設計資

格者登録証を発見したときは、これを市長に返納しなければならない。 

 

（設計資格者登録に係る事項の変更等の届出） 

第８条 設計資格者登録を受けた者は、第５条第３項各号に掲げる事項について変更し、又は当該

設計資格者登録を廃止しようとするときは、宅地造成等に関する工事の設計資格者登録申請書に

同条第４項の規定により交付を受けた設計資格者登録証を添付して、市長に届け出なければなら

ない。 

２ 前項の規定による届出に係る手続は、第５条第３項及び第４項並びに第６条の規定の例による

。 

 

 （設計資格者登録の抹消） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、設計資格者登録を抹消することができる

。 

 一 設計資格者登録を受けた者が、政令第22条各号に掲げる資格を有する者でなくなったとき 

 二 設計資格者登録が偽りその他不正の手段によりなされたことが判明したとき 

 三 設計資格者登録を受けた者が、前条第１項の規定により市長に当該設計資格者登録の廃止の

届出をしたとき 

 四 前三号に掲げるもののほか、市長が登録簿の管理上必要があると認めるとき 

２ 第６条第２項の規定は、前項（第三号を除く。）の規定により設計資格者登録を抹消した場合

について準用する。 

 

（工事着手の届出） 

第10条 条例第４条の規定による届出は、宅地造成等に関する工事の着手届出書を市長に提出する

ことにより行うものとする。 
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２ 前項の宅地造成等に関する工事の着手届出書には、条例第４条の工事の工程表を添付しなけれ

ばならない。 

 

（工事計画の中止等の届出） 

第11条 条例第５条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定

める書類を市長に提出することにより行うものとする。 

一 条例第５条第１項の工事を中止する場合 宅地造成等に関する工事の中止届出書 

二 条例第５条第１項の工事を再開する場合 宅地造成等に関する工事の再開届出書 

三 条例第５条第１項の工事を廃止する場合 宅地造成等に関する工事の廃止届出書 

２ 条例第５条第２項の規定による届出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める

書類を市長に提出することにより行うものとする。 

 一 条例第５条第２項の工事を中止する場合 前項第一号に定める書類 

 二 条例第５条第２項の工事を再開する場合 前項第二号に定める書類 

 

 （軽微な変更の届出） 

第12条 法第16条第２項又は第35条第２項の規定による届出は、宅地造成等に関する工事の軽微変

更届出書を市長に提出することにより行うものとする。 

 

 （協議） 

第13条 法第15条第１項又は第34条第１項の協議をしようとする者は、宅地造成等に関する工事

に係る協議書の正本及び副本に省令第７条又は第63条に規定する図書のほか、第４条各号に掲げ

る図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の協議が成立したときは、当該協議をした者に同項の副本に所要事項を記載し

て通知するものとする。 

 

 （工事の一部完了検査） 

第14条 工事主は、条例第４条の工事の一部が完了し、かつ、当該工事に係る宅地の分割が可能

であって災害の防止上支障がないと認められる土地については、当該工事の一部完了検査を申請

することができる。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、法第13条第１項又は第31条第１項の

規定に適合しているかどうかについて検査を行い、適合していると認めるときは、宅地造成等に

関する工事の一部完了検査済証を工事主に交付するものとする。 

 

 （工事状況の報告） 

第15条 工事主、工事施行者又は現場管理者は、次の各号に掲げる工事の区分に応じ当該各号に

定める工程に達したときは、速やかにその旨を市長に報告しなければならない。 

 一 災害の防止のため市長が特に指定した擁壁の工事 次のイからニまでに掲げる工程 

  イ 擁壁の床掘りを完了したとき 

  ロ 鉄筋コンクリート造の擁壁の基礎配筋を完了したとき 

  ハ 鉄筋コンクリート造の擁壁のたて壁の配筋を完了したとき 

  ニ 練積み造の擁壁が前面の地盤の高さに達したとき 
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 二 土石の堆積に関する工事 次のイ又はロに掲げる工程 

  イ 省令第三十二条の措置を講じたとき 

  ロ 省令第三十四条第一項第一号に掲げる措置を講じたとき 

 

（手数料の免除申請） 

第16条 条例第６条第５項の規定により手数料の免除を受けようとする者は、免除を受けようと

する事由を記載した手数料免除申請書を市長に提出しなければならない。 

 

 （申請書等の提出部数） 

第17条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する図書の部数は、これら

の規定により指定されているものを除き、一部とする。 

 

 （宅地造成等適合証明書の交付申請等） 

第18条 省令第88条の書面の交付を受けようとする者は、建築物の敷地の位置を表示する図面その

他市長が必要と認める図書を添付して、宅地造成等適合証明申請書の正本及び副本を市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による省令第88条の書面の交付の申請があった場合において、当該申請に

係る計画が法第12条第１項、第16条第１項、第30条第１項又は第35条第１項の規定に適合してい

ると認めるときは、速やかに当該書面を交付するものとし、その計画がこれらの規定に適合して

いないと認めるときその他当該書面を交付することができないときは、書面によりその旨を申請

者に通知するものとする。 

 

 （実施細目） 

第19条 この規則の実施細目は、都市整備局長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第５条第３号の規定の適用については、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に

宅地造成等規制法施行細則（昭和40年宮城県規則第23号）第８条第１項の規定により知事の登録

を受けた者は、第６条第１項の規定による登録を受けたものとみなす。 

３ 第16条第２項及び第３項の規定は、施行日以後に許可の申請が行われる宅地造成に関する工事

に係る提出図書に適用し、施行日前に許可の申請が行われた宅地造成に関する工事に係る提出図

書については、なお従前の例による。 

附 則（平６、９・改正） 

この規則は、平成６年10月１日から施行する。 

附 則（平７、４・改正） 

この規則は、平成７年４月20日から施行する。 

附 則（平８、３・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 改正後の第16条第２項の規定の適用については、この規則の施行の日以後に宅地造成等規制法

（昭和36年法律第191号）第８条１項の規定による許可の申請が行われる宅地造成に関する工事

に係る提出図書に適用し、施行日前に同項の規定による許可の申請が行われた宅地造成に関する

工事に係る提出図書については、なお従前の例による。 

附 則（平９、３・改正） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平10、３・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第17条第２項の規定の適用については、この規則の施行の日（以下「施行日」という

。）以後に宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第８条第１項の規定による許可の申請が

行われる宅地造成に関する工事に係る提出図書に適用し、施行日前に同項の規定による許可の申

請が行われた宅地造成に関する工事に係る提出図書については、なお従前の例による。 

附 則（平11、４・改正） 

この規則は、平成11年５月１日から施行する。 

附 則（平12、３・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の第12条第２項の規定により宅地造成工事一部完了検査済証が交付

された宅地造成に関する工事については、同条第３項の規定は、なお効力を有する。 

附 則（平17、３・改正） 

この規則は、平成17年４月１日から施行する。ただし、第５条の改正規定は、同年３月７日から

施行する。 

附 則（平18、11・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平25、９・改正） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令４、３・改正） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令５、12・改正） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年法律第55号。以下

「改正法」という。）による改正前の宅地造成等規制法（昭和36年法律第191号）第３条第１項

の規定により宅地造成工事規制区域として指定されている土地の区域における宅地造成に関する

工事に係る規制及び手続きについては、改正法附則第２条第１項に規定する経過措置期間におい

ては、なお従前の例による。 
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附 則（令７、３・改正） 

この規則は、仙台市宅地造成及び特定盛土等規制法の施行に関する条例の一部を改正する条例（

令和６年仙台市条例第47号）の施行の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

擁壁の高さ 
透水層の厚さ 

上端 下端 

3メートル以下の場合 30センチメートル 40センチメートル 

3メートルを超え4メートル以下の場合 30センチメートル 50センチメートル 

4メートルを超える場合 30センチメートル 60センチメートル 
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5.3 擁壁の透水層の取扱いについて 

平成３年４月 10 日 

                                         建設省経民発第 22 号、建設省住指発第 138 号 

                                         建設省民間宅地指導室長、建築指導課長から 

                       各都道府県担当部長、各指定都市担当局長あて 

 

 標記については、宅地造成等規制法施行令第 10 条、都市計画法施行規則第 27 条及び建築基準法

施行令第 142 条により擁壁の裏面で水抜穴の周辺その他必要な場所には、砂利等の透水層を設ける

旨規定されており、「砂利等」とは、一般的には砂利、砂、砕石等を用いているところであるが、石

油系素材を用いた「透水マット」の使用についても、その特性に応じた適正な使用方法であれば、

認めても差し支えないこととしたので通知する。 

また、適正な使用方法等については、別添「擁壁用透水マット技術マニュアル」を参考とされた

い。 

なお、本件に関しては、貴管下の委任市及び特定行政庁等の関係機関に対しても周知方お取り計

らい願いたい。 

 

（解説は省略） 
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5.4 擁壁用透水マット技術マニュアル 

 

第１章 総則 

 

第１条 目的 

 本技術マニュアルは、擁壁の裏面の透水層として用いられる石油系素材からなる透水マット（以

下「透水マット」という。）について、その性能、使用できる条件、施工方法、試験方法等を定める

ことを目的とする。 

 

第２条 適用 

 本技術マニュアルは、擁壁の裏面の透水層として透水マットを用いる場合に適用する。 

 

第３条 透水マットを使用できる擁壁 

 透水マットは、高さが５ｍ以下の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁に限り、透

水層として使用することができるものとする。 

ただし、高さが３ｍをこえる擁壁に透水マットを用いる場合には、下部水抜穴の位置に、厚さ 30cm

以上、高さ 50cm 以上の砂利又は砕石の透水層を擁壁の全長にわたって設置すること。 

 

第４条 透水マットを使用できる地域 

透水マットは、凍結・凍上の恐れが少ない地域に限り、透水層として使用することができるもの

とする。 

 

 

第２章 透水マットの性能 

 

第５条 面に垂直方向の透水性能 

透水マットは、土中水を集水するに十分な、面に垂直方向の透水性能を有していなければならな

い。 

 

第６条 面内方向の透水性能 

透水マットは、浸透水を効果的に排出するに十分な、面内方向の透水性能を有していなければな

らない。 

 

第７条 土に接した状態での透水性能 

透水マットは、長期間土に接した状態でも十分な透水性能を有していなければならない。 

 

第８条 力学的特性 

１．圧縮クリープ特性 

  透水マットは、長期間の載荷に対して、有害な変形を生じてはならない。 

 

 ２．土及びコンクリートとの摩擦特性 

  透水マットと土、透水マットとコンクリートとの間には、十分な摩擦抵抗がなければならない。 

 

第９条 化学的特性 

透水マットは、酸、アルカリ等の影響、あるいはカビ等の微生物による影響によって著しい変状、

劣化が生じてはならない。 
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第 10 条 その他の特性 

透水マットは、第５条から第９条までの規定によるほか、パンクチャー抵抗、引裂抵抗等の耐衝

撃性を有していなければならない。 

 

 

第３章 透水マットの施工方法 

 

第 11 条 施工要領の作成 

 透水マットの施工にあたっては、あらかじめ施工要領を作成し、それに従って適切な施工を行う

ものとする。 

 

第 12 条 施工にあたっての留意事項 

 透水マットの施工にあたっては、次の各事項に十分留意する必要がある。 

１．使用条件 

 ２．取り付け位置 

 ３．施工手順 

 ４．保管、取扱い 
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